第Ⅳ講座－第３課題
諸手当の種類とその考え方
１．毎月勤労統計調査と賃金構造基本統計調査
（１）毎月勤労統計調査とは
賃金、労働時間及び雇用の変動を明らかにすることを目的に厚生労働省が実施する調査。
その前身も含めると大正12年から始まっており、統計法（平成19年法律第53号）に基づき、国の重要な統計調査である基幹統計調査として実施。
毎月勤労統計調査は、常用労働者５人以上の事業所を対象として毎月実施する全国調査及び都道府県別に実施する地方調査のほか、常用労働者１～４人の事業所を対象として年１回７月分について特別調査を実施している。
（２）賃金構造基本統計調査とは
　賃金構造基本統計調査とは、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数及び経験年数別に明らかにすることを目的として、毎年6月(一部は前年1年間)の状況を調査している調査。
この調査は、我が国の賃金構造の実態を詳細に把握することを目的として行われているもので、昭和23年以来毎年実施されてきた賃金構造に関する一連の調査系列に属するもの。
統計法による基幹統計であり、賃金構造基本統計調査規則(昭和39年４月労働省令第８号)に基づいて実施された調査。
　※　人事院は賃金構造基本統計調査に基づいて、低い方から１２県を選りだして、その地域で働く民間企業の従業員と国家公務員の給与とを比較し較差を算出したところ、全国に比較して２％半ば程度の較差があること理由に、地域間の給与配分の見直しを行うとしている。→　給与制度の総合的見直し
２．諸手当の性格
　（１）職務関連手当
　（２）生活関連手当
　（３）人材確保手当
　（４）その他
	地方公務員
	（参考）
国家公務員（一般職）※１

	給与
	給料
	給料表の給料月額
	俸給表の俸給月額

	
	諸手当
	職務関連手当
	地域手当
	地域手当

	
	
	
	特殊勤務手当
	特殊勤務手当

	
	
	
	時間外勤務手当
	超過勤務手当

	
	
	
	宿日直手当
	宿日直手当

	
	
	
	管理職員特別勤務手当
	管理職員特別勤務手当

	
	
	
	夜間勤務手当
	夜勤手当

	
	
	
	休日勤務手当
	休日給

	
	
	
	管理職手当
	俸給の特別調整額

	
	
	
	期末手当
	期末手当

	
	
	
	勤勉手当
	勤勉手当

	
	
	
	定時制通信教育手当
	－※２

	
	
	
	産業教育手当
	－※２

	
	
	
	農林漁業普及指導手当
	－※２

	
	
	
	災害派遣手当
	－※２

	
	
	
	義務教育等教員特別手当
	－※２

	
	
	生活関連手当
	扶養手当
	扶養手当

	
	
	
	住居手当
	住居手当

	
	
	
	単身赴任手当
	単身赴任手当

	
	
	
	寒冷地手当
	寒冷地手当

	
	
	人材確保手当
	地域手当※３
	地域手当※３

	
	
	
	初任給調整手当
	初任給調整手当

	
	
	
	特地勤務手当
	特地勤務手当

	
	
	
	へき地手当
	－※２

	
	
	その他
	退職手当
	退職手当

	
	
	
	通勤手当
	通勤手当

	
	
	
	特定任期付職員業績手当
	特定任期付職員業績手当

	
	
	
	任期付研究員業績手当
	任期付研究員業績手当


２．所定内給与と所定外給与
（１）所定内給与
きまって支給する給与のうち次の所定外給与以外のもの。 
（２）所定外給与（超過労働給与）
所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や、休日労働、深夜労働に対して支給される給与。時間外手当、早朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手当等である。 
３．官民比較対象給与について
　人事院勧告による比較給与費目については、俸給の月額以下寒冷地手当までで、俸給の月額とそれ以外の諸手当との割合は、概ね８対２になっている。
　　所定内給与に占める割合　　　　　79.2％
　　所定内給与で俸給の月額以外　　　20.8％
【官民比較における給与の範囲（行政職(一)表）】－2013人事院報告の解説
	
	給与項目
	2013年
平均月額
	所定内に
占める割合
	比較給与に
占める割合
	2012年
平均月額
	所定内に
占める割合
	比較給与に
占める割合

	公　　　務　　　員
	所定内給与
	比較給与項目
	俸給の月額
	円
332,446
(307,220)
	79.2％
	82.0％
	円
329,917
(304,944)
	79.3％
	82.1％

	
	
	
	扶養手当
	12,162
(12,162)
	2.9％
	3.0％
	12,260
(12,260)
	2.9％
	3.1％

	
	
	
	俸給の特別調整額
	11,918
(10,726)
	2.8％
	2.9％
	11,899
(10,709)
	2.9％
	3.0％

	
	
	
	本府省業務調整手当
	4,453
(4,453)
	1.1％
	1.1％
	4,326
(4,326)
	1.0％
	1.1％

	
	
	
	地域手当
	35,591
(32,935)
	8.5％
	8.8％
	34,771
(32,186)
	8.4％
	8.7％

	
	
	
	広域異動手当
	1,509
(1,398)
	0.4％
	0.4％
	1,566
(1,451)
	0.4％
	0.4％

	
	
	
	初任給調整手当
	38
(38)
	0.0％
	0.0％
	38
(38)
	0.0％
	0.0％

	
	
	
	住居手当
	4,307
(4,307)
	1.0％
	1.1％
	4,001
(4,001)
	1.0％
	1.0％

	
	
	
	単身赴任手当(基礎額)
	1,916
(1,916)
	0.5％
	0.5％
	1,877
(1,877)
	0.5％
	0.5％

	
	
	
	特地勤務手当等
	275
(254)
	0.1％
	0.1％
	276
(256)
	0.1％
	0.1％

	
	
	
	寒冷地手当
	848
(848)
	0.2％
	0.2％
	858
(858)
	0.2％
	0.2％

	
	
	
	小　計（Ａ）
	405,463
(376,257)
	96.6％
	100.0％
	401,789
(372,906)
	96.5％
	100.0％

	
	
	比較外給与項目
	通勤手当
	12,407
(12,407)
	3.0％
	
	12,476
(12,476)
	3.0％
	

	
	
	
	特殊勤務手当
	938
(938)
	0.2％
	
	955
(955)
	0.2％
	

	
	
	
	単身赴任手当(加算額)
	978
(978)
	0.2％
	
	950
(950)
	0.2％
	

	
	
	
	小　計（Ｂ）
	14,323
(14,323)
	3.4％
	
	14,381
(14,381)
	3.5％
	

	
	
	
	計（Ａ）＋（Ｂ）
	419,786
(390,580)
	100.0％
	
	416,170
(387,287)
	100.0％
	

	
	所定外給与
	
	宿日直手当
	739
(739)
	
	
	747
(747)
	
	

	
	
	
	超過勤務手当等
	39,641
(39,641)
	
	
	42,794
(42,794)
	
	

	
	
	
	管理職員特別勤務手当
	110
(110)
	
	
	108
(108)
	
	

	
	
	
	小　計（Ｃ）
	40,490
(40,490)
	
	
	43,649
(43,649)
	
	

	
	合　計
	（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）
	460,276
(431,070)
	
	
	459,819
(430,936)
	
	

	民間
	比較給与＝決まって支給する給与－時間外手当－通勤手当


(注)１．比較給与項目は、平成25年国家公務員給与等実態調査による。
　　２．比較外給与項目のうち、通勤手当及び単身赴任手当（加算額）については平成25年国家公務員給与等実態調査値、その他の項目については平成25年度当初予算額の給与法適用者の平均額である。
　　３．俸給の月額には俸給の調整額及び平成18年切替えに伴う経過措置額を、地域手当には異動保障による地域手当を、特地勤務手当等には特地勤務手当に準じる手当を、超過勤務手当等には休日給及び夜勤手当を含む。
　　４. 2012年及び2013年平均月額の（　）内の数字は、給与改定・臨時特例法に基づく給与減額措置による減額後の金額である。
４．一部の諸手当費目の解説について
（１）寒冷地手当
○　寒冷地手当は寒冷に伴う生計費増嵩を補填するとした考え方で支給。雪寒冷の度合いやそれによる生計増嵩費を支給の基準としたときに何を用いて数量化するかという観点から見直しが行われた。
○　結果的には、支給地域区分については、「メッシュ気候値2000」の冬季（12月～３月）の市役所・町村役場所在地におけるメッシュデータに基づき、「月の最低平均気温」と「最深積雪」が寒冷度を測る指標として定めた。
○　さらに、支給額についても、「民間準拠が基本」として、当該地域区分による民間事業所の平均支給額の準拠することとして、寒冷・積雪地域の生計増嵩費については、支給にあたって考慮すべき事項から外されることとなった。
○　2004年の制度改正の問題点
　①　支給地域の見直し
　　北海道においては支給地域として１級地から３級地の支給地域区分とし、本州地域においては、北海道の市町村のうち最も寒冷度が小さい市町村の数値以上であれば支給地域とすることとなった。「メッシュ気候値2000」の冬季（12月～３月）の市役所・町村役場所在地におけるメッシュデータに基づき、「月の最低平均気温」と「最深積雪」が寒冷度を測る指標として最も適切として、以下の基準により、支給地域区分は設定された。
　【人事院が定めた支給地域区分の基準】
	　○１級地：平均気温－7.0℃以下または最深積雪150cm以上の北海道の市町村
　○２級地：１級地及び３級地以外の北海道の市町村
　○３級地：平均気温－3.9℃以上かつ最深積雪65cm以下の北海道の市町村
　○４級地：下記のいずれかを満たす本州の市町村
　　①　北海道の市町村の気象条件を参考にした平均気温0.0℃（氷点）以下かつ最深積雪15cm以上の市町村
　　②　本州の寒冷積雪地の気象条件を考慮し、北海道全域の平均最深積雪に相当する80cm以上の市町村


　②　一括支給を冬期間の毎月支給に改め、追給・返納措置を廃止
　③　基準額・加算額の区分を廃止し、民間の支給水準に支給額を合わせる（支給額が６割）
　④　豪雪手当（本州地域のみ支給）を廃止
　⑤　その他
　　　寒冷地以外への単身赴任者の留守家族に対する手当支給が見送られ、逆に寒冷地に居住していない留守家族は扶養親族として認定しないとするなど、支給要件を厳しくする見直しを実施。
○　2014給与制度の総合的見直しにおいて、諸手当の見直しが検討課題、そして寒冷地手当の見直しが含まれている。気象庁メッシュ2010が2012年に公表されていることから、これに基づく級地区分の見直しや現在、北海道内の民間企業における支給額などの調査が行われているため、これらの調査の結果を踏まえて、検討が進められている。
【寒冷地の区分及び支給額等】
	寒冷地
の区分
	世帯等の区分
	寒冷地手当の
月　　　　額
(円)
	(参考)
支給期間で
ある11月から
翌年３月まで
の合計額
(円)
	手当受給者数
(人)

	北　　　　海　　　　道
	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	26,380
	131,900
	3,576

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	14,580
	72,900
	

	
	
	その他の職員
	10,340
	51,700
	

	
	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	23,360
	116,800
	12,526

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	13,060
	65,300
	

	
	
	その他の職員
	8,800
	44,000
	

	
	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	22,540
	112,700
	2,669

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	12,860
	64,300
	

	
	
	その他の職員
	8,600
	43,000
	

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	17,800
	89,000
	15,508

	
	
	その他の世帯主である職員
	10,200
	51,000
	

	
	その他の職員
	7,360
	36,800
	

	
	
	
	（合　　計）
	34,279


(注)１　寒冷地の区分及び支給額の改定に伴い、所要の経過措置を講ずるものとする。
　　２　手当受給者数は、平成16年国家公務員給与等実態調査結果に基づいて区分ごとに整理したものである。
【旧制度における国家公務員の寒冷地手当の支給状況】
(平成16年国家公務員給与等実態調査)
	項　　目
支給地域の区分　　　　世帯等の区分
	寒冷地手当の額
	受給者数

	
	基準額
	加算額
	支給額
	

	５　　　　　級　　　　　地
	北　　　海　　　道
	甲地
	世帯主である職員
	
	円
	円
	円
	人

	
	
	
	
	扶養親族３人以上
	163,700
	66,500
	230,200
	6,824

	
	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	66,500
	203,000
	

	
	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	44,300
	127,200
	

	
	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	22,200
	81,400
	

	
	
	乙地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	163,700
	51,600
	215,300
	10,106

	
	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	51,600
	188,100
	

	
	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	34,400
	117,300
	

	
	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	17,200
	76,400
	

	
	
	丙地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	163,700
	38,600
	202,300
	1,841

	
	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	38,600
	175,100
	

	
	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	25,700
	108,600
	

	
	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	12,900
	72,100
	

	
	北海道以外
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	163,700
	16,500
	180,200
	10,432

	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	16,500
	153,000
	

	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	11,000
	93,900
	

	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	5,500
	64,700
	

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	129,600
	8,200
	137,800
	9,443

	
	
	扶養親族１、２人
	108,000
	8,200
	116,200
	

	
	
	扶養親族なし
	65,000
	5,500
	70,500
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	45,800
	2,700
	48,500
	

	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	97,800
	
	97,800
	15,681

	
	
	扶養親族１、２人
	81,500
	
	81,500
	

	
	
	扶養親族なし
	49,100
	
	49,100
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	34,200
	
	34,200
	

	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	67,500
	
	67,500
	2,089

	
	
	扶養親族１、２人
	56,300
	
	56,300
	

	
	
	扶養親族なし
	33,600
	
	33,600
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	23,300
	
	23,300
	

	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	39,600
	
	39,600
	8,306

	
	
	扶養親族１、２人
	33,000
	
	33,000
	

	
	
	扶養親族なし
	19,800
	
	19,800
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	14,200
	
	14,200
	

	
	
	
	
	(合　計)
	64,722


（２）期末・勤勉手当
①　期末手当
　計算式　　　期末手当基礎額×期別支給割合×在職期間別割合
※　期末手当基礎額＝俸給の月額＋専門スタッフ職調整手当の月額＋扶養手当の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の月額＋研究員調整手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額
　　（期末手当基礎額に１円未満の端数が生じた場合は切り捨て）
※　役職段階別加算額＝（俸給の月額＋専門スタッフ職調整手当の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の月額＋研究員調整手当の月額）×加算割合
　　　　　　　　　　　〔加算割合〕
	俸給表
	職務の級
	加算割合

	行政（一）
税務
公安（二）
	８級以上
	２０％

	
	７級・６級
	１５％

	
	５級・４級
	１０％

	
	３級
	５％


　　この場合の地域手当の月額および広域異動手当の月額は（俸給の月額＋専門スタッフ職調整手当の月額）×地域手当の支給割合の額（１円未満端数切り捨て）、（俸給の月額＋専門スタッフ職調整手当の月額）×広域異動手当の支給割合の額（１円未満端数切り捨て）となる。
　　（扶養手当が含まれないことに注意が必要）
※　管理職加算額＝俸給の月額×加算割合
	俸給表
	俸給の特別調整額の区分
	職務の級
	加算割合

	行政（一）
	一種
	７級以上
	２５％

	
	二種
	
	１５％

	
	三種（人事院の定めるものに限る）
	
	１０％


※　期別支給割合
　　再任用職員以外
	基準日
	一般職員
	特定管理職員
	指定職俸給表適用職員

	
	平成２５年
	平成２５年
	平成２５年

	６月１日
	122.5/100
	102.5/100
	62.5/100

	１２月１日
	137.5/100
	117.5/100
	77.5/100


　　再任用職員
	基準日
	一般職員
	特定管理職員
	指定職俸給表適用職員

	
	平成２５年
	平成２５年
	平成２５年

	６月１日
	65/100
	55/100
	32.5/100

	１２月１日
	80/100
	70/100
	42.5/100


　　注）特定管理職員は行（一）7級以上で俸給の特別調整額の区分が二種以上の職員
※　在職期間別割合
　　基準日以前６ヶ月以内の罪障期間に応じて次のとおり定める。
　　
	在職期間
	割合

	６箇月
	100/100

	５箇月以上６箇月未満
	80/100

	３箇月以上５箇月未満
	60/100

	３箇月未満
	30/100


　　　　　　　　　　注）基準日以前６箇月以内の期間は月のとおり
　　　　　　　　　　（基準日）　　　　　　　（期間）
　　　　　　　　　　６月１日　　　　１２月２日～　６月１日
　　　　　　　　　１２月１日　　　　　６月２日～１２月１日
②　勤勉手当
　計算式　　　勤勉手当基礎額×期間率×成績率
※　勤勉手当基礎額＝俸給の月額＋専門スタッフ職調整手当の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の月額＋研究員調整手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額
　　（勤勉手当基礎額に１円未満の端数が生じた場合は切り捨て）
※　役職加算・管理職加算額については期末手当と同じ計算方法により求める
※　期間率
　基準日６箇月以内の勤務期間に応じて次の表どおり
	勤務期間
	割合
	勤務期間
	割合

	６箇月
	100/100
	２箇月15日以上３箇月未満
	40/100

	５箇月15日以上６箇月未満
	95/100
	２箇月以上２箇月15日未満
	30/100

	５箇月以上５箇月15日未満
	90/100
	１箇月15日以上２箇月未満
	20/100

	４箇月15日以上５箇月未満
	80/100
	１箇月以上１箇月15日未満
	15/100

	４箇月以上４箇月15日未満
	70/100
	１５日以上１箇月未満
	10/100

	３箇月15日以上４箇月未満
	60/100
	１５日未満
	5/100

	３箇月日以上３箇月15日未満
	50/100
	零
	零


※　成績率－職員の区分別の成績率の範囲内で各庁の長が定める
※　勤勉手当支給総額＝勤勉手当基礎額＋扶養手当の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の月額＋研究員調整手当の月額に次に掲げる割合を乗じて得た額以内
　　注１）総額を出す際の勤勉手当基礎額の端数については切り捨てない
　　注２）下線部の地域手当等は扶養手当の月額に対して支給割合を乗じて得た額（１円未満端数は切り捨てない）
　○平成２３年度以降の勤勉手当支給総額の限度
　ａ　専門スタッフ職俸給表適用職員および指定職俸給表適用職員以外の職員
	一般の職員
	特定管理職員

	６月
	12月
	６月
	12月

	67.5/100
	67.5/100
	87.5/100
	87.5/100


　ｂ　専門スタッフ職俸給表適用職員
	一般の職員
	特定管理職員

	６月
	12月
	６月
	12月

	67.5/100
	67.5/100
	87.5/100
	87.5/100


　ｃ　指定職俸給表適用職員
	本省職員
	地方支分部局等職員

	６月
	12月
	６月
	12月

	77.5/100
	77.5/100
	77.5/100
	77.5/100
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